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2012/３期 第２四半期連結決算の概要2012/３期 第２四半期連結決算の概要

■売上高 業務用ガスの需要減により総販売量は前年同期を下回るも、民生用ガスの
伸び等により+2.8％の増収。

2011/3期 2012/3期

増

■営業利益 原料価格上昇するも、物流改革とモバイルディバイス活用による業務効率化に
よりコストを削減し+23.4％の増益。 （単位：百万円）

2011/3期
第2四半期

2012/3期
第2四半期

増 減 増減率（％）

ガス販売量（千トン） 276 265 ▲ 11 ▲ 4.2

売上高 47 137 48 459 +1 322 +2 8売上高 47,137 48,459 +1,322 +2.8

売上総利益 20,333 20,239 ▲ 93 ▲ 0.5

営業利益 1,681 2,075 +393 +23.4

経常利益 1,499 1,830 +331 +22.1

四半期純利益 607 788 +181 +29.8

１株当たり四半期純利益 15.43円 20.03円 ― ―

ＥＢＩＴＤＡ 6,768 6,977 +208 +3.1

新規戸数（純増） 21,825 20,606 ▲ 1,219 ▲ 5.6

管 数管理戸数 913,963 956,907 +42,944 +4.7

※EBITDA＝営業利益＋減価償却費（有形固定資産・無形固定資産）
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セグメント別売上高 営業利益セグメント別売上高・営業利益

売上高 営業利益（単位：百万円） （単位：百万円）

47,137 48,459＋2.8％
2,075＋23.4％

22,135 22,871
505

435

＋3.3％

1,681

△13 8％

1,639＋39.4％

△13.8％

25,001 25,588 1,176＋2.3％

2011/3期第2四半期 2012/3期第2四半期

ＬＰガス事業 都市ガス事業

2011/3期第2四半期 2012/3期第2四半期

ＬＰガス事業 都市ガス事業ＬＰガス事業 都市ガス事業 ＬＰガス事業 都市ガス事業

※セグメント間取引消去の調整額はＬＰガス事業に含めております。
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セグメント別ガス販売量の推移セグメント別ガス販売量の推移

ＬＰガス事業 都市ガス事業（単位：ｔ ） 50,232ＭＪ/ｔ
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※都市ガス販売量は、ＬＰガス販売量に熱量換算して表示しております。
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ガス種別お客様戸数の推移ガス種別お客様戸数の推移

■ＬＰガスのお客様戸数（コミュニティガスを含む）は、前期末比 2.9％増の604千戸
■都市ガスのお客様戸数は、前期末比 1.1％増の352千戸
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2012/３期 通期連結業績予想2012/３期 通期連結業績予想

■売上高 1,110億円（前期比 6.6％増）

■経常利益 69億円（前期比13.3％増）

（単位：百万円）

2011/3期
通期（実績）

2012/3期
通期（計画）

増 減 増減率（％）

ガス販売量（千トン） 602 612 10 1 7ガス販売量（千トン） 602 612 +10 +1.7

売上高 104,138 111,000 +6,861 +6.6

営業利益 6,498 7,200 +701 +10.8営業利益 , ,

経常利益 6,091 6,900 +808 +13.3

当期純利益 2,324 2,800 +475 +20.5

１株当たり当期純利益 59.01円 64.31円 ― ―

ＥＢＩＴＤＡ 17,069 17,740 +670 +3.9

※EBITDA＝営業利益＋減価償却費（有形固定資産・無形固定資産）

－6－



ＪＰモルガングループの投資部門
OEP（OEP NG LLC）との資本業務提携OEP（OEP NG LLC）との資本業務提携
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１．全体像

実績 能 各 豊富な投資実績

OEP

新興国の
エネルギー関連企業

実績・能力 世界各地での豊富な投資実績と
幅広いネットワーク

ニーズ 新興国のエネルギー事業への投資
戦略的パートナーの必要性

海外投資ノウハウ
（金融、情報、リスク管理）

企業価値向上

（将来の経営権
取得も）

事業ノウハウ
（営業、物流・業務システム）

投資

国内

日本瓦斯

実績・能力 長年にわたる顧客獲得実績
分散型エネルギー供給に向けた
物流業務シ テム改革 顧客基盤拡大

国内
エネルギー関連企業

物流業務システム改革

ニーズ 海外進出（物流・業務システムの活用)
財務基盤強化による国内投資拡大

投資 顧客基盤拡大

企業価値向上企業価値向上
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２．資本業務提携の内容

（１）資本提携の内容

①OEPを割当先とする第三者割当による新株式の発行と自己株式の処分

株数 払込金額 調達額 当社資本勘定への影響株数
（千株）

払込金額
（円）

調達額
（百万円）

当社資本勘定への影響
（百万円）

新株式の発行 ３，６００
１ １５０

４，１４０
資本金増加額 ２，０７０ （50%組入）

資本準備金増加額 ２ ０７０１，１５０ 資本準備金増加額 ２，０７０

自己株式の処分 ５，４００ ６，２１０ その他株主資本増加額 ６，２１０

計 ９，０００ １０，３５０ １０，３５０

②OEPによる株式の保有・処分等
イ．OEPは当社株式を一定の期間は保有比率18.53％を超えて保有しない。
ロ．当社が新株等を発行する際には、一定の期間は当社からOEPに持株比率維持のための協議をする。社 新株等を発行す 際 、 定 期間 社 持株 率維持 協議をす 。
ハ．OEPは当社株式を処分するに当たっては当社と事前の協議を行い一定の条件のもとで譲渡する。

（２）業務提携の内容

①戦略的投資委員会の設置

・当社及びOEP各3名の構成とし、四半期に１回開催。
・国内外の３０億円以上の投資案件について精査検討し、 当社取締役会に上申する。

②取締役の派遣
・OEPは当社に1名を取締役（平成24年定時株主総会まではオブザーバー）として派遣する。
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